
1

2024年5月21日（火）
GSCM-WG

GSCM-WG 2023年度活動報告／計画
「貿易情報連携プラットフォームの継続モニタリングと

プラットフォーム型情報連携基盤の動向およびユースケース調査」

第32回 石化協CEDI/ITフォーラム
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ここでは、貿易取引に必要なデータや情報を貿易に参加するプレイヤー間で交換するための基盤のこと
を「貿易情報連携プラットフォーム」とし、特に貿易取引に限定しないデータや情報を流通すための基盤の
ことを「プラットフォーム型情報連携基盤」と称している。また掲載資料の関係上「データ連携基盤」とする
箇所もあるが「情報連携基盤」と同意で使用している。
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GSCM-WGの活動の背景

① グローバルサプライチェーンにはフォワーダー
（以下、FWD）や船社など多くのプレイヤー
が関わっており、情報を集約するために荷主に
かかる負担は極めて大きいものがある。

② 貿易手続きの特徴は紙書類を使った手続き
が多く、書式の標準化が行われていないことも
効率化を阻害している。

③ 通関申告は日本ではNACCSにより電子化
が行われているが、他国のNational Single 
Windowとの直接接続は国を跨ぐ手続きで
ありそれぞれへの申請が求められる。

GSCM-WGでは「貿易情報連携プラットフォームを石化協参加各社が導入検討・着手できるようにな
ること」を目的として活動を行っているが、貿易取引には効率化の面でクリアすべき次の課題がある。
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・NACCS ：日本におけるNational Single Window
・NEDO ：新エネルギー・産業技術総合開発機構
・TradeWaltz ：主に日本やアジアを対象とした貿易プラットフォーム 4

GSCM-WG活動の歴史（2012年度 → 2022年度）

2019年

2020年

2021年

2012年

•グローバルサプライチェーンにおけるCEDIメンバー
企業のニーズ調査

•グローバル化先進企業の企業ITのグローバリゼー
ション状況を調査

•メンバー会社の海外取引のEDI化ニーズを調査

2015年

2016年

•日本からアジア地域(中国)への輸出取引を取り
上げ先進的な企業間情報連携の実態を調査

国
際W

G

GSCM
-W

G

2012年度に国際取引をEDI対象として調査研究を行う目的
で国際WGを設置した。その活動は貿易取引にフォーカスした
GSCM-WGに引き継がれ、NACCS情報の活用検討やNEDO
の実証実験のモニタリングを行った。2019年度からは貿易情報
連携プラットフォームであるTradeWaltzのモニタリングとWG参加
各社での導入を想定した調査、評価を進め、TradeWaltzの
商用開始を確認した。また経産省における貿易分野のデジタル
化に関する取り組み等の情報連携基盤の調査に着手した。

2022年

2017年

2018年

•NACCS情報を活用した情報共有基盤のFS

•TradeWaltz継続調査
•WGメンバー会社のIT化の課題・ニーズ調査

•各社のシステム化状況の調査
•NACCS接続の有効性評価

• NEDOによる国際貿易情報連携プラットフォームの
実証実験モニタリング

•貿易情報連携プラットフォームの調査
TradeWaltz、Trade Lens他

•TradeWaltz利用の貿易業務フローの検討
•TradeWaltz、TOSS(バイナル社)他の継続調査

•ASEANのNational Single Window調査
•グローバル先進企業における輸出業務IT化状況

•TradeWaltz継続調査(2022.4商用開始）
•プラットフォーム型情報連携基盤の標準化調査

2012年

2012年
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2023年度活動方針 （2023年6月～2024年5月）

5

1. 目的
貿易情報連携プラットフォームを石化協参加各社が導入検討・着手できるようになること

2. 活動内容
(1) TradeWaltzの継続モニタリングと導入事例等調査
(2) プラットフォーム型情報連携基盤に関係する標準化やサービス化動向調査
(3) CO2排出量の流通などのプラットフォーム型情報連携基盤のユースケース調査

導入に向けた整備・試用（2022） 情報連携PF動向調査（2023）

TradeWaltz
の継続モニタリング

貿易基盤
検証

貿易基盤
導入方法

成果物考
察

継
続

継
続 TradeWaltzの継続モニタリング

と導入事例等調査

データ交換・流通標準化の
動向調査

情報連携
基盤調査

プラットフォーム型情報連携基盤
の動向調査拡

大 プラットフォーム型情報連携基盤
のユースケース調査

試用、シミュレーション、
フィードバック等

2.1

2.2

2.2
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6月
15日

7月
20日

8月
24日

9月
21日

10月
19日

11月
9日

12月
21日

1月
18日

2月
15日

3月
21日

4月
18日

5月
16日

全体共通

TradeWaltzの
継続モニタリングと
導入事例等調査

情報連携PF
の動向調査

情報連携PF
のユースケース
調査

Forum準備活動計画

定点調査 7/5技術手法
     委員会

・Forum資料確認

       
CEDI/IT
フォーラム
5/21

情報通信
委員会
5/23

・OAGi活動状況

・来期活動検討

CEDI
合同
合宿

8/2SIPS/TF 12/13SIPS/TF 2/14SIPS/TF

12/22DSAフォーラム

4/15
DSAフォーラム

6/28DSAフォーラム

CO2排出量
見える化

政府取り組み
DADC, NEDO

3/12技術手法委員会10/17SIPS/TF

6/28JEC総会 アメリカ集中型
連携基盤 iPaaS これからの提言検討

動向調査の共有

・TradeWaltz確認

・TradeWaltz
質問事項 ・TradeWaltz

ヒアリング
◇TradeWaltz

導入企業ヒアリング→来期へ

DPP：デジタル製品パスポート

・DPP動向、
国内事例

11/17-18

・ DPP対応
EUと日本

7/27RRI
10/11,18 RRI

DPP情報の共有

TW情報の共有

10/13Added
社ヒアリング

11/1,8,29 RRI

基盤利用と企業

・発表内容
確認

9/20 RRI

1/22つなぐITコンソーシアム

12/20 RRI

ウラノスエコシステムの
ユースケース情報収集

3/15dotD社
ヒアリング

3/27 Zeroboard社
ヒアリング

3/12日EUデジタル
パートナーシップ

3/13Web会議

2023年度活動内容 原則毎月第3木曜に会合を行い、計12回の活動を実施

2.1

2.2

2.2
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TradeWaltz 会社概要

出典:TradeWaltz
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TradeWaltz概要 ブロックチェーンを活用した新しい貿易の形（ToBe）

出典:TradeWaltz



ALL Rights Reserved, Copyright © JPCA
10

TradeWaltz概要 システム連携の全体像 ※輸出入両方に対応

出典:TradeWaltz
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TradeWaltz概要 サービス導入会社 2023.05.16プレスリリース

2022年4月商用版リリース
2023年3月28日時点で41社、
2023年5月16日時点で62社が導入

出典:TradeWaltz
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2023年度活動計画 （TradeWaltzの継続モニタリングと導入事例調査）

（１）TradeWaltzの継続モニタリング
・ 2023年度実装機能の調査 ⇒ リリース状況確認
（船社プラットフォーム連携、3国間取引対応、C/O申請、保管、アジア圏PF連携等）
・ 船社プラットフォーム連携 ⇒ 船社の参画状況
・ 2024年度以降の導入スケジュール確認
・ ニュースリリース確認

（２）TradeWaltz様との意見交換会
・機能リリース計画、海外との連携検証状況、荷主（メーカー）での導入状況、等

（３）導入事例等調査 （来期活動へ延期）
・ TradeWaltz導入企業のヒアリング （TradeWaltz様に紹介を依頼）
（ヒアリング先 フォワーダー、船社）
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TradeWaltz継続モニタリング

継続モニタリングとして、主にTradeWaltz社のヒアリング（2023/10/19実施）内容を中心に、
①導入状況と導入方法、②新機能リリース状況、③導入拡大に向けたロードマップに分けて紹介する。

新機能リリース状況

 2022年4月から輸出業務で開始
 2024年4月から機能拡大し輸入業

務にも対応
 C/O（原産地証明書）は非特恵

をサポート（名古屋商工会議所）。
特定原産地証明書は計画中

 eBL（電子船荷証券）のPDFはサ
ポート済み。法整備に関し内閣府で
承認（’23/1）。国会で討議中。

 ベトナムの貿易PFとの連携実証を実
施（注）

 港湾電子化プラットフォーム「Cyber 
Port」との輸出入通関情報連携を
開始（注）

導入状況と導入方法

 導入会社の1/3が荷主、2/3が物
流会社で荷主の勧めで導入

 導入は、
①UIによる手入力
②CSVのデータアップロード
③API連携 とステップアップできる。

 現時点では、帳票（PDF）で
TradeWaltzを使うことが圧倒的に
多い

 国内で契約して利用していれば、接
続する海外のグループ会社は無料

 中小企業向け補助金適用で約7割
引価格で導入可能（注）

導入拡大に向けたロードマップ

 船社への利用拡大については社内
で検討している（Bookingなど）

 荷主が要望する機能拡大を図る。
コンテナ前提からバルク輸送、コンテ
ナの混載機能など

 業界から相談をいただくことがある。
化学業界からも欲しい機能など出し
て欲しい。

 構造化データによる連携を最終的な
ターゲットとしている（UN/CEFACTに
意見具申など）

（注）記載のものは、ヒアリング以降にニュースリリースのあった内容

詳細説明

詳細説明
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解説：TradeWaltzデータ連携方法

出典:TradeWaltz



ALL Rights Reserved, Copyright © JPCA
15

解説：構造化データ・帳票管理の方法

出典:TradeWaltz
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（再掲）2023年度活動方針 （2023年6月～2024年5月）

17

1. 目的
貿易情報連携プラットフォームを石化協参加各社が導入検討・着手できるようになること

2. 活動内容
(1) TradeWaltzの継続モニタリングと導入事例等調査
(2) プラットフォーム型情報連携基盤に関係する標準化やサービス化動向調査
(3) CO2排出量の流通などのプラットフォーム型情報連携基盤のユースケース調査

導入に向けた整備・試用（2022） 情報連携PF動向調査（2023）

TradeWaltz
の継続モニタリング

貿易基盤
検証

貿易基盤
導入方法

成果物考
察

継
続

継
続 TradeWaltzの継続モニタリング

と導入事例等調査

データ交換・流通標準化の
動向調査

情報連携
基盤調査

プラットフォーム型情報連携基盤
の動向調査拡

大 プラットフォーム型情報連携基盤
のユースケース調査

試用、シミュレーション、
フィードバック等

2.2

2.2
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2.2 情報連携基盤の動向とユースケース調査

2022年度活動の振り返り
GSCM-WGで情報連携基盤を調査する理由

背景
• 石化協CEDI加盟各社におけるEDI化の取り組みは、Chem eStandardsの普及活動以降あまり進展が見られない。
• 「日本のEDIは未完のままで、コロナ禍であってもファックスのため中小企業の方は出社を余儀なくされた」（日経新聞の記事）

昨年度の調査活動
これまでの送信先と送信元を結ぶピアツーピア型のEDIではない企業間データ連携について調査に着手
• 経産省、デジタル庁による事業調査で、貿易分野デジタル化連携ツールを用いた相互連携向上を図る報告がされていること 
• 一般社団法人データ社会推進協議会（DSA）で運営する「DATA-EX」という情報連携基盤が構築、整備されていること
• 国際的なデータ戦略としてのEUにおける「GAIA-X」というものがあり、情報連携基盤が構築、整備されつつあること
等が分かり、

2023年度においても引き続き、プラットフォーム型情報連携基盤の動向調査およびユースケース調査を行うこととした。



ALL Rights Reserved, Copyright © JPCA
19

(1) EU発の取り組み GAIA-X
(2) 日本での取り組み ウラノス・エコシステム
(3) Digital Product Passport(DPP)対応
(4) 考察

2.2 情報連携基盤の動向とユースケース調査
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情報連携基盤における先行ユースケースの日EU対比
日EUで先行する自動車業界の蓄電池に関する情報連携基盤の用語（組織名、サービス名）を対比すると

およそ次の通り。次頁以降で各用語や取り組み内容につき解説する。

GAIA-X ウラノス・エコシステムデータ戦略、イニシアティブ

Catena-X ガイドライン
（蓄電池CFP・DD関係）IPA

SAP, SIEMENSなど 株式会社ゼロボード、
株式会社dotDなど

標準規格

日本EU

Cofinity-X 自動車・蓄電池トレーサビリティ
推進センター（ABtC）

ユ
ー
ス
ケ
ー
ス

運営会社
商品サービス

アプリ提供事業者
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(1) EU発の取り組み GAIA-X
(2) 日本での取り組み ウラノス・エコシステム
(3) Digital Product Passport(DPP)対応
(4) 考察

2.2 情報連携基盤の動向とユースケース調査

Catena-XとCofinity-Xに関する資料の多くはロボット革命・産業IoTイニシアティブ
協議会主催セミナー配布資料であり、Appendixに参照先を掲載している。
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EUのデータ戦略：GAIA-X

GAIA-X は、EUの価値観と基準に従って、デジタル経済のすべての参加者の相互連携を
促進することを目的とした統合された安全なデータインフラストラクチャを開発するイニシアチブ

企業間の情報交換では、
セキュリティとデータ主権が重要

・ルールを作成し関係する
プレイヤーは順守

・ルールや仕組みの集合体

22

社会インフラとして
認められた企業間が連携できる
仕組みをグローバル全体で構築

データスペース ＝ ROOM
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Catena-XはGAIA-X準拠の情報連携基盤

出典：ロボット革命・産業IoTイニシアティブ協議会セミナー配布資料（7/27）

Catena-X

ドイツの自動車業界を中心に進めら
れているCatena-Xは現在、GAIA-X
に準拠したデータスペースを構築する最
も大きなユーザーイニシアティブのひとつ。
2024年2月時点、完成車メーカー、自
動車部品メーカー、（アプリケーション、
プラットフォーム、機械、インフラの供給
企業などの）サプライヤー、リサイクル企
業など、計172の企業・組織が
Catena-Xの会員になっている。
https://catena-
x.net/fileadmin/_online_media_/231012_1_CAT_007
_List_of_Members_EN.pdf

https://catena-x.net/fileadmin/_online_media_/231012_1_CAT_007_List_of_Members_EN.pdf
https://catena-x.net/fileadmin/_online_media_/231012_1_CAT_007_List_of_Members_EN.pdf
https://catena-x.net/fileadmin/_online_media_/231012_1_CAT_007_List_of_Members_EN.pdf
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Catena-Xが優先して取り組む課題

Catena-Xの設立目的は、①持続可能性、②サプライチェーン・バリューチェーンの強靭化、
③ライフサイクルマネジメントとしている。それに基づき10の優先課題としてのユースケースを示している。

出典：ロボット革命・産業IoTイニシアティブ協議会セミナー配布資料（7/27）
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各国Catena-Xとの連携構想

• 各国にHubを構築し連携する構想
2023年Catena-Xの運用を世界展開する委員会を設置
し、EU日本米国中国にCatena-Xの連絡窓口を設置
日本ではBosch, NTT, Siemens, SAP, 富士通のメ
ンバーが参加協力

出典：ロボット革命・産業IoTイニシアティブ協議会セミナー配布資料（7/27）

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/shin_kijiku/pdf/019_03_00.pdf

• Executive Boardメンバーには米国、中国メンバーもいる。
• Association Catena-Xとは標準を策定し発表する組織

だが、ドイツ以外の企業も参画している。
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Catena-Xのデータ連携の仕組み

EDCというコネクタを使
いpier to pierでの会社
間連携を行う。

連携するデータそのもの
は連携基盤内に保存し
ない。No Operational data

出典：ロボット革命・産業IoTイニシアティブ協議会セミナー配布資料（7/27）

EDC（Eclipse Dataspace Connector） 
Catena-Xとの相互接続に必要な通信を制
御するソフトウェア
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Catena-Xの運営体制

Association Catena-X
標準を策定し発表するが、
開発は行わない。

Development Area
政府やEUが資金を投入し
開発、Catena-Xが認証す
る。

Operating Area
各国のルールに従い運用す
る。開発したソフトはオープン
ソースとして参加を認証され
た企業は自由に利用できる。
認証されたパートナー企業が
利用する企業をサポートする。

出典：ロボット革命・産業IoTイニシアティブ協議会セミナー配布資料（7/27）
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Catena-Xを運営するConfinity-X

Cofinity-X
ドイツでCatena-Xを運
営する会社

4月からEUでのサービス開始、
2023年10月からグローバル
に商用利用開始

これを各国に作って欲しい
と呼びかけている。
運用は各国で！

出典：ロボット革命・産業IoTイニシアティブ協議会セミナー配布資料（7/27）https://www.cofinity-x.com/
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Catena-Xが認証したソフトウェアから選択

Catena-Xが定めた基準に
従い開発されたソフトウェアを
選択して利用する。
データモデルが共通であり異
なるベンダー間のソフトウェア
でも接続が可能

2023年4月から
EU内でベータサービス開始

2023年10月から
グローバルで商用サービス開始

出典：ロボット革命・産業IoTイニシアティブ協議会セミナー配布資料（7/27）
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Catena-Xの背景：EU電池規則（カーボンフットプリント開示要求）
EUでは、脱炭素、資源循環の
課題にルール制定面でも取り組ん
でいる。
カーボンフットプリントのデータ流通

の要として、バッテリーパスポートの義
務化を予定。
これまでの電池指令が電池規則

になりより厳しいものとし、例えばEU
加盟国は2025年までに罰則規定
を定めるよう通達。

同じ様に排出量を算定できるため
のルールブックやCO2算定方法など
ISOをベースに、曖昧な部分を自動
車産業として必要なルールを追加
（バージョン 2）

出典：ロボット革命・産業IoTイニシアティブ協議会セミナー配布資料（9/20）化学業界向けはバージョン 3でルール化を予定
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Catena-Xの背景：デジタルツインによる社内システム改革

Catena-X IDはデジタルツインで
実体と結び付けられ、企業間の
データ問い合わせのアドレス帳的な
利用を可能にする。

これの応用例として、不具合情報
を基に上流工程への遡及を可能に
する。
⇒ 企業でのデータの持ち方やデー
タそのものの見直しが求められる。

出典：ロボット革命・産業IoTイニシアティブ協議会セミナー配布資料（9/20）
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Catena-Xの背景： Catena-XとManufacturing-X

自動車産業向けといえるCatena-Xの取り
組みを、他の製造業に横展開する取り組み
Manufacturing-Xが進められている。

⇒ 後述するDigital Product 
Passport(DPP)と同様に、化学業界にも
大きな影響があると想定できる。

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/shin_kijiku/pdf/019_03_00.pdf
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(1) EU発の取り組み GAIA-X
(2) 日本での取り組み ウラノス・エコシステム
(3) Digital Product Passport(DPP)対応
(4) まとめ

2.2 情報連携基盤の動向とユースケース調査
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ウラノス・エコシステムの概要

ウラノス・エコシステムは、
2023年4月に経産省から発信

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/shin_kijiku/pdf/019_03_00.pdf
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ウラノス・エコシステムの概要

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_architecture/ouranos.html

Ouranos Ecosystem（ウラノス・エコシステム）は、Society5.0｟サイバー空間（仮想空間）と
フィジカル空間（物理空間）を高度に融合することで経済発展と社会的課題の解決と産業発展を両立する
人間中心の社会｠の実現というビジョンに共感した方々とともに、こうした取組を通じて、その実現を目指す、
一連のイニシアティブ
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ウラノス・エコシステムを中心とした政府系活動のアウトライン

経済産業省

中小企業庁

デジタル庁

経産省

デジタル田園都市
国家構想

デジタルライフライン
計画

中小企業共通EDI

中小企業取引デジ
タル化

中小企業庁からデジタル庁へ

DADC:デジタルアーキテクチャ・デザインセンター ,IPA（情報処理推進機構）内の組織

産業DXのためのデジタ
ルインフラ整備事業

データ連携基盤

企業間取引プログラム
将来ビジョン検討会

DADC NEDO

NEDO:国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

経産省

企業間取
引将来ビ

ジョンで検討
か？

4次元時空
間情報基盤
として定義

サプライチェーン
データ連携基盤

として定義

経済産業省では、関係省庁や独立行政法人情報処理推進機構（IPA）のデジタルアーキテクチャ・デザインセンター（DADC）、
国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）とともに、運用及び管理を行う者が異なる複数の情報処
理システムの連携の仕組みに関して、アーキテクチャの設計、研究開発・実証、社会実装・普及の取組を進めている。
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ウラノス・エコシステムの先行ユースケース（サプライチェーンデータ連携基盤）

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/shin_kijiku/pdf/019_03_00.pdf

サプライチェーンデータ連携基盤は、
ウラノスエコシステムの先行ユースケースで
あり、その中で
①蓄電池のカーボンフットプリント（CFP）
②蓄電池のデュー・ディリジェンス（DD）
の取り組みを推進している。

GHG: Greenhouse Gasの略。二酸化炭素やメタンなどの温室効果ガスの排出量



ALL Rights Reserved, Copyright © JPCA
38

サプライチェーンデータ連携基盤のシステムアーキテクチャ

https://www.ipa.go.jp/choutatsu/nyusatsu/2023/doe3um000000apa4-att/nyusatsu20231215-2ex-ppt.pptx

ウラノス・エコシステムの
ユースケースであるサプライ
チェーンデータ連携基盤の
システムアーキテクチャ

ルール・トラスト層、共通
ツール層、データ連携システ
ム層、トラストサービス層に
分かれている。
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39https://www.ipa.go.jp/digital/architecture/project/btob/scdata-guidline.html

官主導の標準はIPAで策定する。先行ユースケース
である蓄電池CFP・DDに関して、ガイドラインを発行し
ている。

ウラノス・エコシステムのガイドラインに従いプラッフォー
ムを構築する。蓄電池CFP・DD関係について業界団
体がシステム運営法人を立ち上げ2024年からの運用
を開始する。

ガイドライン（蓄電池CFP・DD関係）の位置づけ
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https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/83b26b14-5c99-4268-970c-
fefc1f0a7b71/c0a4f290/20230725_meeting_mobility_roadmap_outline_04.pdf

公共性が求められる仕組
みのため、公益デジタルプラッ
トフフォームの認定制度を創
設する。

認定主体
標準を担当する省庁が担う想定

公益デジタルプラットフォーマー
産業界で運営主体を検討

公益デジタルプラットフォーム認定制度
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自動車・蓄電池トレーサビリティ推進センター（ABtC）を設立
公益デジタルプラットフォームとしてサービス提供予定

自動車・蓄電池公益デジタルプラットフォーム

スケジュール
• 2024年3月から運営法人と契約締結
• 4月よりデータ連携システムの利用を開始
• 秋から冬にかけてサプライチェーン全体の数値

入力・計算完了予定

https://www.japia.or.jp/seminar/topics_detail109/id=4448

https://abtc.or.jp/
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自動車・蓄電池公益デジタルプラットフォーム（アプリ提供事業者）

https://www.japia.or.jp/seminar/topics_detail109/id=4448



ALL Rights Reserved, Copyright © JPCA

株式会社ゼロボード（Zeroboardとウラノスエコシステムの連携による情報交換の効率化）

43

Zeroboardとは株式会社ゼロボードが提供するGHG排出量算定・可視化ソリューション
Zeroboard for Batteriesを使い自社製品に使用される部品のCFPを算定した後、ウラノス・エコシステムを使って
CFPや人権・環境DDデータ等をサプライチェーン参加企業間で連携する。
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株式会社dotD（概要）

44

dotDは様々な社会課題を解決するプラットフォーム型サービスを提供する企業
dotDのCFP Calculatorで得たカーボンフットプリントなどのサステナビリティ情報をウラノス・エコシステムを使って
参加企業間で効率的に共有し、リクエストと回答の形式で情報交換を行う。



ALL Rights Reserved, Copyright © JPCA

株式会社dotD（dotDとウラノスエコシステムの連携による情報交換の効率化）

45

自動車会社(OEM)
dotD

1.自社製品情報登録追加
2.取引先へCFP回答依頼

13.回答結果の集約
14.認証機関の認証取得
15.欧州委員会へ提出

サプライヤー(Tier１) dotD

4.自社製品情報登録追加

5.取引先へCFP回答依頼

10.回答結果の集約

11.認証機関の認証取得

12.納入先へ回答

3.CFP回答依頼受領

サプライヤー（Tier2）
dotD or 他アプリ

※他のアプリでもデータ交
換可能

6.CFP回答依頼受領
7.自社製品情報登録追加
8.認証機関の認証取得
9.納入先へ回答

ウラノス・エコシステム

dotDとウラノス・エコシステムを組み合わせて利用することで、多くのサプライヤ・バイヤーと情報交換が可能
さらに、ウラノス・エコシステムを介することで、取引先が他のツールを使用していても情報交換が可能となり、相乗的
に増える取引先の数毎に個別の連携を作る必要がない。
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(1) EU発の取り組み GAIA-X
(2) 日本での取り組み ウラノス・エコシステム
(3) Digital Product Passport(DPP)対応
(4) 考察

2.2 情報連携基盤の動向とユースケース調査
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• 先行するEUのサーキュラーエコノミー
 A European Green Deal

EUの環境政策の全体像・経済成長戦略
 SPI: Sustainable Products Initiative

持続可能性を前提とした製品の標準化施策
 DPP：Digital Product Passport（本日の説明）

製品が移動するために必要な「電子的な製品パスポート」

A European Green Deal：戦略

SPI：施策
DPP：製品パスポート

2022年3月に発表

EUにおけるサーキュラーエコノミーの取り組み
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• DPPとは
製品のサスティナビリティに関する情報をデジタルフォーマットで提供するシステムのこと

•目的
サスティナビリティ情報を消費者に公開することで、持続可能な消費を促進しサーキュラー
エコノミーを推進すること

DPP（デジタル製品パスポート）とは

日本におけるビジネス上の懸念
• 売れない

第3者認証受けれなければEUで販売不可
罰金あり非関税貿易障壁

• 覗かれる
規制を理由に機密情報を含むデータの提供を求められる可能性

• 買えない
有事の際に要件を満たす原料が購入できない可能性
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• EVに搭載するバッテリーの情報を開示する「電池パスポート（battery passport）」が
2025年にもEUで義務化される見通し。

2025年2月EU電池規則CFP開始
→徐々に対象範囲拡大

EUにおけるDPPのロードマップ

引用：WBCSD,BCG
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DPP義務化がもたらすサーキュラーエコノミーのシステム対応の変化

50

EUのDPPへの対応
2024年～

各社でのサスティナビリティ
情報共有の実証実験

～2023年
官主導・民対応個社対応

やるべきことの明確化

これまで各企業は個別の目的でサーキュラーエコノミーに関する実証実験を行ってきたが、DPP義務化を受け、
政府主導の情報連携プラットフォームとそれに基づくサービスが登場し、企業はこれらのプラットフォームを活用する
方向にシフトすると思われる。
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(1) EU発の取り組み GAIA-X
(2) 日本での取り組み ウラノス・エコシステム
(3) Digital Product Passport(DPP)対応
(4) 考察

2.2 情報連携基盤の動向とユースケース調査
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2.2 情報連携基盤の動向とユースケース調査 －考察－

環境問題などの社会課題に取り組むために、国などが主導する情報連携基盤の整備が
進められている。蓄電池のトレーサビリティを確保する情報連携基盤がEUではCatena-X
（運営はCofinity-X）、日本ではウラノス・エコシステムの蓄電池CFP/DDデータ連携基
盤（運営はABtC）が先行ユースケースとして進められており、それは
各社による「競争領域」ではなく、公共性のある「協調領域」と位置付けられている。

日本

 国としての全体最適を目指しウラノス・エコシス
テムを公表し、サプライチェーンデータ連携基
盤などのユースケースの構築を進めている。

 EU電池規則に対応するため、サプライチェー
ンデータ連携基盤の中で、蓄電池CFP・DD
を推進し、2024年に公益デジタルプラット
フォーム（ABtC）がスタートした。

 蓄電池CFP・DDに続くユースケースは産業界
での推進するための公益デジタルプラットフォー
ム認定制度を設けている。

EU

 EUのデータ戦略 GAIA-Xの下、ユースケース
としてCatena-Xなど複数の情報連携基盤の
利用が開始している。

 Catena-Xでは優先課題として「脱炭素」「資
源循環」の取り組みを始めており、EU政府と
しても電池規則といった法制面の整備を行っ
ている。

 Catena-Xは主に自動車向けだが、それを包
含するManufacturing-Xが進められている。
DPP（デジタル製品パスポート）の対象が広
がると思われる。
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2.2 情報連携基盤の動向とユースケース調査 －考察－

① DPP対象製品の拡大
先行ユースケースは蓄電池を対象としている。脱炭素、資源循環の観点から、より多くの

製品への適用が予想される。主にデータを提供する側の企業としては、自分達のデータが
守られる（データ主権が保たれる）ことの確認が重要。

② 社内システムの対応
サプライチェーンで必要とされるデータは、Excelなど人を介した提供ではなく社内システム

との連携を図った信頼性が求められる。更に連携のためのIDを利活用したデジタルツインの
取り組みも重要。

③ 公益性のある情報連携
個社の効率化のためでEDIをするのではなく、業界横断で社会課題の解決を図る取り

組みが必要とされる。併せて既存の業界EDI標準の位置づけを再考する機会。

化学会社での考慮すべき点

DPP：デジタル製品パスポート
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情報連携基盤と企業システムの位置づけイメージ

各社の企業システムと認可されたPCF（製品カーボンフットプリント）算定などのサービス及び情報連携基盤で
あるウラノス・エコシステムにより、データ主権が保たれ情報連携する参加者との相互連携が図られる。

ERP PLM MES etc.

競
争

領
域

海外の
連携基盤

連携
基盤

取引先
テナント

連携
基盤

海外Data 
Space利
用取引先
テナント

企業システム連携（API）

連携
基盤

2.2 情報連携基盤の動向とユースケース調査 －考察－

認可サービスを企業が選択
取引先

海外Data 
Space利
用取引先

協
調

領
域機能 機能

連携
基盤

連携
基盤

連携
基盤

蓄電池 Catena-X

日本の
連携基盤

企業システム連携（API）

企業システム
クラウドorオンプレ環境

蓄電池
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https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/shin_kijiku/pdf/019_03_00.pdf

（補足）各国における情報連携基盤構築スタンスの違い

日本における情報連携基盤
の取り組みはEUの取り組みに
近いが、よりオープンで寡占とし
ない「エコシステム」を標榜してい
る。

米国や中国ではGAFAといっ
たビッグプラットフォーマーによる
市場独占型であり、日EUと異
なる取り組みと言える。



ALL Rights Reserved, Copyright © JPCA
56

1. GSCM-WG紹介
活動方針と活動の背景

2. 活動概要
2.1 TradeWaltzの継続モニタリング
2.2 情報連携基盤の動向とユースケース調査

3. 2024年度活動計画（案）
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2024年度活動計画（案）

57

1. 目的
貿易情報連携プラットフォームを石化協参加各社が導入検討・着手できるようになること

2. 活動内容
(1) TradeWaltzを含むの利用価値の高い情報連携基盤調査
(2) ウラノス・エコシステムと公益デジタルプラットフォームのユースケース調査
(3) ウラノス・エコシステムでの化学品プロセス実現企画検討（CEDI-WG共同）

情報連携PF動向調査（2023） 情報連携PF企画着手（2024）
貿易基盤
モニタリング

成果物考
察

継
続

TradeWaltzを含む
情報連携基盤調査

情報連携
基盤調査

ウラノス・エコシステムと
公益デジタルプPF調査

拡
大

TradeWaltzの継続モニタリング
と導入事例等調査

プラットフォーム型情報連携基盤
の動向調査

プラットフォーム型情報連携基盤
のユースケース調査

継
続

ウラノス・エコシステムでの
化学品プロセス実現企画

CEDI-WG共同
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2024年度以降の情報連携基盤に関する活動計画（案）

FY2024 FY2025

ウラノス・エコシステム＋
公益デジタルPF(注) 調査＋接続アプリ

情報連携PF調査
（ウラノス・エコシステム以外）

将来像への期待検討

2024年度は業界標準を持つ石化協として、実装されつつあるウラノス・エコシステムにより実現できるサプライチェー
ン領域のデータ連携の姿を描き、その実現に向けた活動につき検討する。

Data Space-TF (仮称)CEDI-WG/GSCM-WG共同

GSCM-WG

① 真に実現したい企業間連携は何か
明確化し、それをウラノス・エコシステ
ム上で実現する企画を検討

② ウラノス・エコシステムと蓄電池CFP
・DDなど公益デジタルPF(注)のユース
ケースを調査し、取り組み方を理解

③ TradeWaltzなど利用価値の高い
PFを調査 （将来PF接続を視野）

①

②

③

（注）公益デジタルPF：公益デジタルプラットフォーム認定制度で認定された公益性のあるプラットフォームのこと

ウラノス・エコシステムでの実現企画
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さいごに ～ GSCM-WGへのご参加のお願い ～

化学会社、パートナー会社の
皆さまのご参加をお待ちしており
ます。

59

TradeWaltzといった商流、物流や金流を支える情報連携基盤、ウラノス・エコシステムといった公益性の
ある情報連携基盤が大きく進展しています。各社が独自に取り組むのではなく業界としての公益性のある取
り組みが重要になってきていると感じています。私たちにはCEDIという業界活動の場があり、それをアドバン
テージとしてこの大きな変革期の中、WG活動を通じ各社にリターンのある活動にできればと
思います。
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ご清聴ありがとうございました
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Appendix
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Appendix： RRI主催Catena-X公開資料

RRIでは「Catena-X セミナ報告書」を公開しています。
https://www.jmfrri.gr.jp/document/library/4571.html

2023年7月27日(木)開催の第1回Webinarの録画
https://www.jmfrri.gr.jp/followup/4704/

2023年9月20日(水)開催の第2回Webinarの録画
https://www.jmfrri.gr.jp/followup/5078/

2023年10月18日(水)開催の第3回Webinarの録画
https://www.jmfrri.gr.jp/followup/5238/

日EUデジタルパートナーシップ・ウェビナー 資料

https://www.eu-japan.eu/ja/events/rieuteshitaruhatonashitsufuuehina-euribenshijiewojikugaia-x-
catena-xtoribennotetazhane

https://www.jmfrri.gr.jp/document/library/4571.html
https://www.jmfrri.gr.jp/followup/4704/
https://www.jmfrri.gr.jp/followup/5078/
https://www.jmfrri.gr.jp/followup/5238/
https://www.eu-japan.eu/ja/events/rieuteshitaruhatonashitsufuuehina-euribenshijiewojikugaia-x-catena-xtoribennotetazhane
https://www.eu-japan.eu/ja/events/rieuteshitaruhatonashitsufuuehina-euribenshijiewojikugaia-x-catena-xtoribennotetazhane
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End of File
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